
　　　　　　　　　　

独立行政法人自動車技術総合機構の役員に就いている退職公務員等の状況

（令和6年10月1日現在）

（１）退職公務員

　※該当なし

（２）役員出向者

役  職 氏  名 就任年月日

平成  6年  4月 運輸省入省
理事 長谷　知治 令和6年7月1日 平成28年  9月 国土交通省大臣官房付（休職・国立大学法人東京大学大学院公共

政策学連携研究部特任教授）
令和  3年  4月 国土交通省大臣官房参事官（自動車（保障）担当）
令和  4年  6月 国土交通省国土交通大学校副校長（併）柏研修センター所長
令和  6年  6月 国土交通省退職（役員出向）

平成  6年  4月 運輸省入省
理事 酒井　雅彦 令和6年7月1日 令和  2年  7月 国土交通省自動車局審査・リコール課長

令和  3年  7月 軽自動車検査協会審議役（兼）経営企画部長
令和  5年  7月 環境省水・大気環境局モビリティ環境対策課長
令和  6年  6月 国土交通省退職（役員出向）

（３）独立行政法人等の退職者

役  職 氏  名 就任年月日

昭和63年  4月　運輸省入省
理事 坂本　一朗 令和4年4月1日 平成28年  7月　独立行政法人自動車技術総合機構交通安全環境研究所国際調和

推進部主幹研究員
平成30年  4月 独立行政法人自動車技術総合機構交通安全環境研究所環境研究部

主幹研究員
令和  4年  3月 独立行政法人自動車技術総合機構退職

昭和59年  4月 運輸省入省
監事 中村　卓之 令和3年8月1日 平成30年  4月 国土交通省関東運輸局自動車技術安全部次長

令和  2年  4月 独立行政法人自動車技術総合機構検査部長
令和  3年  7月 独立行政法人自動車技術総合機構退職

　　　ウ　国の機関の組織、業務を継承した独立行政法人等のプロパー職員（ただし、当該独立行政法人等の役員になる場合に限る。）

（２）役員出向者
　　国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第8条第1項の規定に基づき、公表対象法人の役員となるために退職し、かつ、引き続き当該法人の
　役員として在職する者

　　公表対象法人の役員であった者及びいわゆる管理職手当の支給を受けていた者

　　　イ　国家公務員としての勤務が一時的（原則として、任期の定めのある場合は1期、任期の定めのない場合は3年程度以下）であった者

（３）独立行政法人等の退職者

経                      歴

経                      歴

※「退職公務員等」とは、以下の（１）～（３）に該当する者を指す。
（１）退職公務員
　　常勤の国家公務員として職務に従事した者（下記ア～ウまで又は(2)に該当する者を除く。）
　　　ア　専ら教育、研究、医療に従事した者（大学教授、研究者、医師等）

（「特殊法人等整理合理化計画」（平成13年12月19日閣議決定）及び「公務員制度改革大綱」（平成13年12月25日閣議決定）に基づく公表）
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